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予算確保

技術力確保

人員確保

過年度および今年度のアンケート調査の結果を踏まえ、市町村間で共有すべき制度・
ノウハウ等を以下の観点に集約し整理した。
様式２の回答のうち、各市町村に共有すべき制度・ノウハウ等を観点に紐づけて共有
する。

技術職員の不足により、市町村単独では実施困難な状況
を示す。
県・国、その他関係機関の支援導入の方法等を共有する。

毎年度の予算確保上、取組が進捗しない状況を示す。
補助金制度等の支援導入の方法等を共有する。

職員の不足により、実施困難な状況や取組が進捗しない
状況を示す。
人員を削減した上で取組を進める工夫等を共有する。



４.活用可能な制度・ノウハウ等

活用自治体と取組項目 ・【下市町】19．ため池ハザードマップへの作成、周知

制度・ノウハウ等の概要

・社会資本整備総合交付金は、国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助
金を一つの交付金に原則一括し、地方公共団体にとって自由度が高く、創意工
夫を生かせる総合的な交付金として平成22年度に創設。
・対象事業の例は下図の赤枠参照

ハード対策：①社会資本整備総合交付金事業

出典：社会資本整備総合交付金等に
ついて（国土交通省ホームページ）

「社会資本整備総合交付金の概要」に
一部加筆

様式2の回答から、活用可能な制度・ノウハウ等をハード対策・ソフト対策ごとに整理した。
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予算確保

紀の川圏域における事例紹介



活用自治体と取組項目
・【五條市】53．小中学校や地域を対象とした水災害教育の実施
・【吉野町】54．水害リスクの程度に応じた水災害意識啓発の広報（出前講座の実
施）

制度・ノウハウ等の概要
・【五條市】パワーポイントを使って過去の水害に関する説明やハザードマップを
活用した浸水エリア・避難施設の確認などの防災教育を実施（小中学生を対象）
・【吉野町】避難経路の確認・ハザード確認・防災備品の確認等（地域を対象）

ソフト対策：①水災害教育のノウハウの共有

パワーポイント・ハザードマップを用いた
防災教育の様子（五條市提供）

避難経路・ハザード・防災備品の確認を
する水害教育の様子（吉野町提供）
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技術力確保

紀の川圏域における事例紹介



活用自治体と取組項目
・【宇陀市】24．避難行動要支援者の避難支援体制の整備

制度・ノウハウ等の概要

・【宇陀市】平成２５年度から避難行動要支援者登録制度を運用。内容の更新に
ついては、死亡や転居、施設入所等の異動は毎年追っているものの、登録者又
は民生委員、自治会、避難支援者からの申し出を待っている状況。
・【宇陀市】郵送でのやり取りで、登録内容の確認・避難場所・避難路・避難支援
者の特定を行い、個別避難計画の作成を実施

ソフト対策：②郵送でのやり取りによる個別避難計画の作成

個別避難計画（宇陀市）

４.活用可能な制度・ノウハウ等 25

技術力確保 人員確保

木津川上流部における事例紹介


